共済年金職域部分と退職給付の見直しについて園田政務官と交渉－７月３日

※この交渉情報は、ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。

公務労協は7月3日12時30分から、共済年金職域部分と退職給付の見直しについて、園田内閣府大臣政務官交渉を実施した。交渉には、吉澤公務労協事務局長をはじめ各構成組織の書記長らが参加した。

　冒頭、吉澤事務局長が「共済年金職域部分と退職給付に関する有識者会議はあくまで使用者である政府としての検討機関として承知しているが、５日にも報告を取りまとめると聞いている」として、予定される報告内容の説明を求めたのに対し、園田政務官は次の通り答えた。

(1)昨日開かれた第６回会議で承認された「議論の整理」を踏まえ、５日夕刻に開催される第７回会議で取りまとめ案が示され、報告書として決定されることになっており、以下のような方向となる見込みである。

(2)退職給付に関する官民較差を人事院調査結果（402.6万円）に基づいて調整することやその全額を一時金である退職手当の引下げで行うことについては、５月23日の「中間的な議論の整理」の通りである。

(3)職域年金廃止後の退職給付の水準調整については、退職給付の一部に年金を導入することとした上で、その具体的なイメージを報告することとし、地方公務員や私学共済の取扱い等についても言及することになる。

これを受けて、吉澤事務局長は以下の点について質した。

(1)有識者会議は使用者たる政府の中での検討と考えているので深入りするつもりはないが、廃止されることになる職域年金の過去分の扱いはどうなっているのか。政府としてどうするのか明確にしてほしい。

(2)一元化法案は平成19年法案と異なって過去分の取扱いを明らかにしないまま何の説明もなく閣議決定されたという不備がある。過去分を支払わないまま、次回の退職給付調査が５年後で2016年に2015年度分を調査することになり、その結果に基づいて較差を埋めるとすれば17年度以降となるので、15、16年度の退職者の退職給付は退手の400万円減に加えて職域年金の240万円程度も支給されないことになってしまう。したがって、まず過去分をしっかり払うことを国会を含めて明確に整理した上で退手で調整するという順番でなければならなかった。恩給も過去分についてしっかりと払っており、職域過去分について払わないということはあり得ない。

(3)退職手当の見直しについては、６月８日に総務大臣宛の要求書を大島総務副大臣に提出し交渉を進めているが、改めて、退職手当については総務省が交渉当事者、責任者であるということを明確にされたい。

(4)また、関係して、地方公務員の労働基本権付与に関わる法案よりも退職手当法案が先に出ていくということは断じてあってはならないことを内閣府に対しても強く指摘する。

(5)新年金制度についての政府側の交渉当事者は誰か。

これに対し、園田政務官は以下のとおり回答した。

(1)過去分の具体的な検討はこれからだが、払っていただいた実績については期待権に配慮して、それに見合う期間に応じて支払いをするつもりだ。

(2)一元化法案の不備については申し訳ないと思っている。過去分の扱いについては、有識者会議の報告書がまとまれば、関係府省が皆さんと交渉・協議をさせていただきながら対応していくことになる。

(3)退職手当の交渉については、引き続き総務大臣はじめ総務省との間で対応されたい。

(4)新年金制度については、所管官庁である財務省と、地方公務員については総務省公務員部と向き合って進めていただきたい。

吉澤事務局長は(4)の回答を受けて、「財務省と総務省に加えて、文部科学省、園田政務官を含め、４人の政務官と交渉する場を設定してもらいたい」と要請し、園田政務官は「わかった」と答えた。

最後に、吉澤事務局長は「昨年の５月23日の交渉で、政府を代表して臨んだ片山総務大臣は、「自律的労使関係を先取って交渉したものであり、制度ができるまでの間についても労使交渉が本来的な姿であることを踏まえ、対応していく」旨明言したが、今回の退職給付の見直しについても、当然、これを踏まえ、残された課題についても対応されたい」と強く訴えた。

これに対し、園田大臣政務官は「有識者会議では、公務員である皆さんが誇りをもって働けるようにするにはどうしたらよいのかということについて議論してきたが、皆さんとの信頼関係を大事にして、これまでも議論を進めてきたし、今後もその姿勢は何ら変わらない」と応え、交渉を終えた。
以上

